
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

i-Construction

「i-Constructionに関する
取り組みや最近の話題」

令和４年３月１日

国土交通省 東北地方整備局

国土交通省 東北地方整備局

山形県県土整備部i-Construction説明会

本日の内容

１．i-Constructionの概要と最近の話題

２．ＩＣＴ施工について

３．インフラ分野における
ＤＸの推進について
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．i-Constructionの概要と最近の話題

自然災害の頻発・激甚化
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■近年、東北地方においては、毎年のように大規模な洪水が発生。

H30.5雄物川水系雄物川（直轄）
（秋田県秋田市・大仙市）
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最上川
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R1東日本台風でも
氾濫被害が発生
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頻発化・激甚化する水災害
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１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策[７８対策] おおむね１２．３兆円程度

（１）人命・財産の被害を防止・最小化するための対策[５０対策]

（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための対策[２８対策]

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策[２１対策] おおむね ２．７兆円程度

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進[２４対策] おおむね ０．２兆円程度

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化[１２対策]

（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化[１２対策]

合 計 おおむね１５ 兆円 程度

○近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震等の大規模地震は切迫している。また、

高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対応をしなければ負担の増大のみ

ならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。

〇このような危機に打ち勝ち、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化

の取組の加速化・深化を図る必要がある。また、国土強靱化の施策を効率的に進めるためにはデジタル技術の活用等

が不可欠である。

○このため、「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向

けた老朽化対策の加速」「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」の各分野について、

更なる加速化・深化を図ることとし、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集

中的に対策を講ずる。

○近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震等の大規模地震は切迫している。また、

高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対応をしなければ負担の増大のみ

ならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。

〇このような危機に打ち勝ち、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化

の取組の加速化・深化を図る必要がある。また、国土強靱化の施策を効率的に進めるためにはデジタル技術の活用等

が不可欠である。

○このため、「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向

けた老朽化対策の加速」「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」の各分野について、

更なる加速化・深化を図ることとし、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集

中的に対策を講ずる。

○事業規模等を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間○事業規模等を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間

○対策数：１２３対策

○追加的に必要となる事業規模：おおむね１５兆円程度を目途

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 概要

１．基本的な考え方

２．重点的に取り組む対策・事業規模

３．対策の期間



防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 概要
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○本対策は、気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害や切迫する大規模地震、また、メンテナンスに係るトータル
コストの増大のみならず、社会経済システムを機能不全に陥らせるおそれのあるインフラの老朽化から、国民の生命・
財産を守り、社会の重要な機能を維持することができるよう、防災・減災、国土強靱化の取組の加速化・深化を図るた
め、

• 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策（２６対策）
• 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策（１２対策）
• 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進（１５対策）
を柱として、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集中的に５３の対策を講ずる。

１．基本的な考え方

２．重点的に取り組む対策

激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策
予防保全型インフラメンテナンス
への転換に向けた老朽化対策

３．本対策の期間

事業規模を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間

気候変動に伴い激甚化・頻発
化する自然災害に対応するた
め、事前防災対策を推進

大規模地震時の緊急物資輸送機
能等の確保のため、社会資本の耐
震対策等を推進

緊急または早期に措置すべき社会
資本に対する集中的な修繕等の対
策を推進

国土強靱化事業を
円滑化するＩＣＴの
活用を推進

観測体制強化やス
パコン等活用により
気象予測を高度化

ﾄﾞﾛｰﾝによる
広範囲の形
状計測

地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰに
よる高精度形状計測

設計時と出来形
の3Dﾃﾞｰﾀ比較に
よる施工管理

国土強靭化に関する施策を効率的
に進めるためのデジタル化等の推進

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 対策例
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（１）人命・財産の被害を防止・最小化するための対策[５０対策]
・流域治水対策（河川、下水道、砂防、海岸、農業水利施設の整備、水田の貯留機能向上、国有地を活用した遊水地・貯留施設

の整備加速）（国土交通省、農林水産省、財務省）

・港湾における津波対策、地震時等に著しく危険な密集市街地対策、災害に強い市街地形成に関する対策（国土交通省）

・防災重点農業用ため池の防災・減災対策、山地災害危険地区等における治山対策、漁業施設の耐震・耐津波・耐浪化等の対策

（農林水産省）

・医療施設の耐災害性強化対策、社会福祉施設等の耐災害性強化対策（厚生労働省）

・警察における災害対策に必要な資機材に関する対策、警察施設の耐災害性等に関する対策（警察庁）

・大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策、地域防災力の中核を担う消防団に関する対策（総務省） 等

（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための対策[２８対策]
・高規格道路のミッシングリンク解消及び４車線化、高規格道路と直轄国道とのダブルネットワーク化等による道路ネットワー

クの機能強化対策、市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策（国土交通省）

・送電網の整備・強化対策、SS等の災害対応能力強化対策（経済産業省）

・水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策、上水道管路の耐震化対策（厚生労働省） 等

１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震への対策[７８対策]

・河川管理施設・道路・港湾・鉄道・空港の老朽化対策、老朽化した公営住宅の建替による防災・減災対策（国土交通省）

・農業水利施設等の老朽化、豪雨・地震対策（農林水産省）

・公立小中学校施設の老朽化対策、国立大学施設等の老朽化・防災機能強化対策（文部科学省） 等

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策[２１対策]

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化[１２対策]
・連携型インフラデータプラットフォームの構築等、インフラ維持管理に関する対策（内閣府）

・無人化施工技術の安全性・生産性向上対策、ITを活用した道路管理体制の強化対策（国土交通省） 等

（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化[１２対策]
・スーパーコンピュータを活用した防災、減災対策、高精度予測情報等を通じた気候変動対策（文部科学省）

・線状降水帯の予測精度向上等の防災気象情報の高度化対策、河川、砂防、海岸分野における防災情報等の高度化対策（国土交

通省） 等

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進[２４対策]



建設産業の役割と課題
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新･担い手３法（品確法と建設業法･入契法の一体的改正）について

※担い手３法の改正（公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り手」としての建設業への期待
働き方改革促進による建設業の長時間労働の是正
i-Constructionの推進等による生産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に歯止め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い手３法施行(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共工事品確法と建設業法･入契法を一体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い手の中長期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する
新・担い手３法改正を実施

建設業法・入契法の改正 ～建設工事や建設業に関する具体的なルール～ ＜政府提出法案＞

品確法の改正 ～公共工事の発注者･受注者の基本的な責務～ ＜議員立法※＞

cv

○発注者の責務
・適正な工期設定 （休日、準備期間等を考慮）
・施工時期の平準化 （債務負担行為や繰越明許費の活用等）
・適切な設計変更
（工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用）

働き方改革の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争入札等の適切な選択
・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費用の予定価格
への反映や、見積り徴収の活用

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活用等による
生産性向上

生産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共工事に関する測量、
地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加入を許可要件化
・下請代金のうち、労務費相当については現金払い

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者：補佐する者(技士補)
を配置する場合、兼任を容認
・主任技術者(下請)：一定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地方公共団体等との
連携の努力義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を
合理化

・建設業の許可に係る承継に関す
る規定を整備

※平成17年の制定時及び平成26年の改正時も議員立法

（令和元年６月７日成立 ６月１４日施行）

（令和元年６月５日成立、
６月12日公布）

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
（違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）
・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施工時期の平準化
のための措置を講ずることを努力義務化＜入契法＞



i-Construction ～建設現場の生産性向上～
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一人一人の生産性を向上させ、企業の経営環境を改善
建設現場に携わる人の賃金の水準の向上を図るなど魅力ある建設
現場に
死亡事故ゼロを目指し、安全性が飛躍的に向上

i-Constructionの目指すもの

建設現場における生産性

（万人）出所：総務省「労働力調査」（H30年平均）をもとに国土交通省で推計

生産性向上のイメージ

i-Construction トップランナー施策 （Ｈ２８～）
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ICTの全面的な活用（ICT土工） 施工時期の平準化

○ 公共工事は第1四半期(4～6月)に
工事量が少なく、偏りが激しい。

○ 適正な工期を確保するための２
か年国債を設定。Ｈ２９当初予算
においてゼロ国債を初めて設定。

平準化

○設計、発注、材料の調達、加工、組立等の一
連の生産工程や、維持管理を含めたプロセス
全体の最適化が図られるよう、全体最適の考
え方を導入し、サプライチェーンの効率化、生
産性向上を目指す。

○Ｈ２８は機械式鉄筋定着および流動性を高め
たコンクリートの活用についてガイドラインを策
定。

○部材の規格（サイズ等）の標準化により、プレ
キャスト製品やプレハブ鉄筋などの工場製作
化を進め、コスト削減、生産性の向上を目指
す。

プレキャストの進

化

©大林組

©三井住友建設

（例）定型部材を組み合わせた施工

（例）鉄筋のプレハブ化、埋設型枠の活用現場打ちの効率化

全体最適の導入
（コンクリート工の規格の標準化等）

クレーンで設置 中詰めコン打設

クレーンで設置

○調査・測量、設計、施工、検査等のあらゆる
建設生産プロセスにおいてICTを全面的に
活用。

○３次元データを活用するための１５の新基
準や積算基準を整備。

○国の大規模土工は、発注者の指定でICTを

活用。中小規模土工についても、受注者の
希望でICT土工を実施可能。

○全てのICT土工で、必要な費用の計上、工
事成績評点で加点評価。

ドローン等を活用し、
調査日数を削減

３次元設計データ等によ
り、ICT建設機械を自動
制御し、建設現場のICT
化を実現。

３次元測量点群データと
設計図面との差分から、
施工量を自動算出

【建設現場におけるICT活用事例】
規格の標準化 全体最適設計 工程改善

コンクリート工の生産性向上のための３要素

《3次元測量》

《ICT建機による施工》

《3次元データ設計図》

出典：建設総合統計より算出
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更なる生産性向上に向けて

2021年度の主な取り組み

施工時期等の平準化

特殊車両により運搬可能な規格についてプレキャスト工法の原則
採用

全体最適の導入（ｺﾝｸﾘｰﾄ工の規格の標準化等）

国庫債務負担行為の拡大
「地域平準化率」の見える化 等

ICTの活用拡大

2016年度～2020年度までの取り組み

新技術の開発・導入
2020年度より直轄工事において新技術の活用を原則義務化

建設現場のデータのリアルタイムな取得・活用などを実施するモ
デルプロジェクトの実施

普及・促進施策の充実
i-Construction大賞（大臣表彰制度）に地方公共団体部門やベン
チャーの優れた取組を表彰
地方自治体発注工事等へのICT活用拡大を図るアドバイザリー制
度等のサポート体制の充実

生産性向上に資する取組を実施した工事を工事成績評定におい
て優位に評価する生産性チャレンジ工事の実施

3次元データの収集・利活用
i-Constructionモデル事務所の指定
2023年までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM
原則適用に向け、現場、研究所、企業、大学との連携強化
国土交通データプラットフォームの公開及び連携データの拡充

土工、舗装工・浚渫工・i-Bridge(試行)、建築分野（官庁営繕）・
河川浚渫等、地盤改良工、付帯構造物設置工、維持管理分野等
へ導入するとともに、更なる普及拡大のため「簡易型ICT」の実施

１ 中小企業等のICT施工利活用環境の充実

①ICT建設機械の導入支援に向けた認定制度創設
②作業員の負荷軽減に向けたパワーアシストスーツ等の試行
③ICT施工未経験企業へのアドバイスを行う取組の全国展開
④ICT活用工事の標準化を見据えた地元企業への発注者指定

型方式の拡大
⑤入札時に生産性向上の取組を評価する取組の試行
⑥施工、管理から納品の一連のプロセスのオンライン化による

現場確認の効率化や品質向上の促進
⑦構造物の出来形管理や路盤工へのICT活用拡大

２生産性向上のための工法、材料等の導入拡大

①Value For Moneyの試行によるプレキャスト活用拡大
②現場打ちコンクリートの品質確認の効率化のための

JIS規格の改訂
③ロボットやAI活用等による交通誘導員の人手不足解消
④定置式ｸﾚｰﾝ等を活用した現場内運搬の省力化を促進

３i-Constructionの海外展開

①先進諸国の制度設計やISO等を踏まえた国内基準類の国
際標準化を推進

②海外技術者向けのi-Construction研修を本邦研修に設置
するための研修内容作成

③東南アジアを対象としたICT施工の展開に向け、官民連携
し課題分析や展開戦略を整理 12

１①ICT建設機械の導入支援に向けた認定制度創設

○ICT施工の中小企業等への普及拡大に向け、従来の建設機械に後付けで装着する機器を含め、
必要な機能等を有する建設機械を認定し、その活用を支援

○令和3年度には、認定スキームの構築や、制度運用体制の整理を行い、4年度以降の運用開始を
目指す

◯ 地域を地盤とするC,D等級の企業において、ICT施工を経験した企

業は、受注企業全体の約半分にとどまっており、こうした企業への
普及拡大が必要

◯ 業団体からは、ICT建設機械の費用が高い、ICT機器を工事着手か

ら工事終了まで全期間に渡って確保する必要があるため費用が
合わない（一度手放すと機械の確保ができない）といった、意見が
寄せられている

◯ ICT建設機械のシェアは低く、普及には認定制度などを活用した支
援が必要

■主なＩＣＴ建設機械

ICT振動ローラ ICTﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

ICT建機認定イメージ

■ICT建機指定イメージ

ﾊﾞｯｸﾎｳ（BH)における、ICT
建機の割合は全体の２％

ICT後付け機器認定イメージ

ICTブルドーザICTバックホウ

13



１②作業員の負荷軽減に向けたパワーアシストスーツ等の試行

令和2年度試験内容について

ワーキンググループ設立

○ 作業員の負担軽減、作業効率向上を目指し、パワーアシストスーツ技術の導入を検討。
○ 令和2年度は模擬環境現場で、令和3年度より実施工現場での試験施工を行い、効果検証、

結果を踏まえて、普及方策等をとりまとめたロードマップを策定。

◆パワーアシストスーツ
は、身体に装着することで
装着者や重量物などの作業
対象に対して、何らかの作
用（動作支援、機能改善
等）が働くもの。

◆バッテリーによる動力源
を持つタイプをアクティブ
タイプ、特殊なバネや高反
発素材、圧縮空気等のバッ
テリー非搭載型をパッシブ
タイプとして分類。

パワーアシストスーツについて

パワーアシストスーツの活用効果等について定量的に評価可能な
指標を示し、現場実証を行うことで、早期社会実装に向けて環境
整備をより推進する為、産学官によるワーキンググループをICT
導入協議会の下部組織として設立。

第1回 令和2年8月5日
WG設置、他分野の取組紹介

第2回 令和2年10月12日
利活用場面整理、現場検証方法検討

第3回 令和2年12月4日
現場実証方法の決定

サイトビジット 令和2年12月18日

人力土工 現場内小運搬（建物階段） 現場内小運搬（仮設足場）

令和3年度の取り組み

◆実施工現場における試験施工実施
（全国20現場程度を予定）
ユースケースの拡大検討

◆試験結果を踏まえて、活用効果、
普及方策（事例集、要領等）をと
りまとめたロードマップを策定
し、WGで継続的に議論 14

１③ICT施工未経験企業へのアドバイスを行う取組の全国展開

◯ ICT施工の経験企業を増やし普及拡大を図るため、一部地整で導入が進んでいる、未経験企
業へのアドバイスを行うアドバイザー制度を、令和3年度全国へ展開。

◯ アドバイス内容の分析を行い、研修教材や事例集作成などに活用し更なる普及拡大を図る。

中部地方整備局 ＩＣＴアドバイザー制度

関東地方整備局 ＩＣＴアドバイザー制度

四国地方整備局 ＩＣＴ専任講師制度

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（平成28年度以降の直轄工事受注実績に対する割合）

■１企業あたりのICT受注回数と企業数の推移

Cランク経験企業割合

３割

６割

ICTを受注し

た企業数の
増加ととも
に、複数回
経験した企
業が約8倍に
増加。
全体の約6割
を占める

C等級の
ICT施工

経験企業
は約半分

ICT施工（3D測量・3D設計データ作
成・ICT建設機械）に関する助言や
技術的指導
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16

・施工管理に関わるソフトで作成した工事帳票を、PDFファイルで吐出しし、ASPにアップロードしており、システム間の連携が
とれていない
・計測したオリジナルのデジタルデータが保管されず、維持管理等において活用できない

○建設現場の監督・検査に用いるデータを一括して取り扱うプラットフォームを構築し、ペーパーレス化・オンラ
イン化を行い、納品、施工後の維持管理までのデータ管理の効率化を推進

○令和3年度は、関係者と開発の方針を調整し、システムの基本計画の立案、システムの基本設計を行う
〇令和４年度以降は、システムの試作と試行を行い、実装を目指す

ICTプラットフォーム ： 情報共有システム（ASP）や民間のクラウドサービス等を連携し、デジタルデータの受渡しができる協
調領域。「官民共有ストレージ」「民間データへのリンク機能」「認証基盤」等の機能を有する。

●現状と課題

１⑦構造物の出来形管理や路盤工へのICT活用拡大

17

・加速度を計測
し施工しながら
面的に密度を
把握

Before After

スケール等を使用した測定 ・３次元点群データを活用し、設計データと施工データを対比し
ヒートマップで出来形管理ICTを活用した測定

○これまで、現地で直接計測し、確認を行っていた構造物の出来型確認に３次元点群データを活用することで、
計測及び確認作業の効率化、高所への立ち入り抑制による安全性向上を図る。令和3年度に現場試行を行
い、試行結果を踏まえR3年度末に出来形管理要領を策定する。

●３次元点群データによる出来形管理

●加速度応答法を用いた路盤の締固め管理

Before

砂置換法による密度試験 加速度計

振動ローラー
After

構造物をTLSや
UAVで測定

設計データ 施工データ

○これまで、砂置換法で行っていた路盤の締固め密度試験に、振動ローラーに取り付けた加速度計により施工
しながら面的に密度の把握することで、計測時間の短縮、面的管理による品質向上を図る。令和3年度に現
場試行を行い、試行結果を踏まえR3年度末に品質管理要領を策定する。

⇒いずれも令和4年度の本格導入を目指す。



２①Value For Moneyの試行によるプレキャスト活用拡大

18

・工期
・品質管理
・施工性
・施工時の安全性
・周辺住民や道路ユーザーへの影響（社会的コスト）
・自然環境への影響（CO2排出など）
・景観
・維持管理性
・働き方改革への寄与度（労働時間、休暇取得、書類削減など）

案１
価 格 ： 安
安 全 性： 並
施工期間： 長

案２
価 格 ： 高
安 全 性： 良
施工期間： 短

採
用

従来 VfM
案１

価 格 ： 安
安 全 性： 並
施工期間： 長

案２
価 格 ： 高
安 全 性： 良
施工期間： 短

採
用

価値：中

価値：大

●VfMの概念を適用した比較検討のイメージ

○コンクリート構造物の設計において、コスト以外の要素も考慮した上で比較検討し、最大価値とな
る形式、工法を選定するための評価項目・評価方法を整理し、令和3年度中に直轄業務（5件程度）で試行

○比較設計方法の基準化に向けた検証を令和4年度に実施

●コスト以外に評価する項目の例 ●今後の予定

コスト比較を中
心に比較検討
を行い、最安と
なる形式、工
法を選定

安全性や施工
期間等コスト以
外の観点を考
慮した比較設
計への転換

２②現場打ちコンクリートの品質確認の効率化のためのJIS規格の改訂

19

○現場打ちコンクリートの品質管理試験では、画像解析やAI活用等デジタル技術が多く活用され
ているが、試験結果伝票はJISによる紙伝票の提出が求められることが多い

○画像解析やAI等を用いた品質管理試験の伝票をデジタル処理可能とするためのJIS改訂に向け、
令和3年度中に改定案を整理し、4年度の改訂を目指す。

●JIS改定によるコンクリート品質管理試験の効率化

計測データの記録

（例）材料、施工、品質等のデータをクラウド化し、関係者間の情報を一元管理

品質データの電子化

出荷
伝票

材料・品質等データの記録

クラウド
システム

（例）画像解析やAIを活用した品質管理

・AIによる解析による数値化
・連続した計測による全数検査

●ICT技術の活用によるサプライチェーンや品質管理の効率化

●JIS改定による生コン業界のメリット

●現状のJIS規程

・JISA5308においては、レイディーミクストコンクリート配合計画書の様式が示されており、注記として「用紙の大きさは、
日本工業規格A列４番とする」と記載されている。

・レディーミクストコンクリート納入書は「用紙の大きさは、日本工業規格A列５番又はB列５番とするのが望ましい」とされ
ている。



２③ロボットやAI活用等による交通誘導員の人手不足解消

20

○ 直轄土木工事における交通誘導警備について、交通誘導員の人員不足が懸念されている。

○ そこで、ICTやAI技術等の新技術を活用し、交通誘導業務の一部をシステムにより支援すること
を目的に、交通誘導ロボット等の開発・実証を進める。

＜現状＞
交通誘導警備は警備業法にて２号警備
に位置付けられている
警備業法では、都道府県公安委員会が
認定した警備業者が警備を実施

＜課題＞
昨今、交通誘導員の人員が不足
誘導員を確保できず、工事を発注でき
ない事案の発生が懸念される

交通誘導業務の一部をシステムにより
支援するため、直轄土木工事において
交通誘導ロボット等の開発・実証を推進

想定する技術のイメージ

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．ＩＣＴ施工について



i-Construction～ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）

設計図に合わ
せ丁張り設置

測量
設計・
施工計画

検査

測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工土
量を算出

施工

書類による検査

従来の施工方法

測量
設計・
施工計画

施工 検査

発注者

O
K

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等に
より、短時間で面的（高密度）な３
次元測量を実施。

３次元測量データ
（現況地形）と設計
図面との差分から、
施工量（切り土、盛
り土量）を自動算
出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等によ
り、出来形の書類が不要
となり、検査項目が半減。

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモ
ノにセンサーなどが付され、ネットワークにつ
ながる状態のこと。

３次元設計データ等
を通信

i-Construction（ICT施工）

2
2

丁張りに合わせて施工 検測と施工を繰り返し

企画部 技術管理課ＩＣＴ活用工事の発注から工事完成までの流れ

23
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【凡例】 監督検査要領に記載

施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案）
部分払における出来高取扱方法（案） に記載
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計
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書
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Ｄ
化
指
示



平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
令和４年度

（予定）

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への適用拡大を検討（小型ICT建機の活用）

小規模工事へ拡大
（小型ICT建機の活用）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT浚渫工（河川）

ICT浚渫工（港湾）

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

ICT路盤工

ICT基礎工・ブロック据付工 （港湾）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

i-Constructionに関する工種拡大

24

ＩＣＴ土工（小規模施工）・床堀工・小規模土工（案）

25



小規模現場ＭＧバックホウ

26

モバイル端末を用いた出来形計測技術

27



準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

○Society5.0の実現に向け、i-Constructionの取組を推進し、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す
○ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る建設プロセス全体
を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

機器活用による測量 2次元図面による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施工維持管理

建設生産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる
空間利活用

ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる
デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

自動化
ビックデータ

ロボット
AI

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

道路法面緑化

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通信

28

建設プロセス全体を3次元データでつなぐi-Construction

３Ｄ点群測量

29



３次元計測技術の対象工種および対象技術一覧

技術

工種
ＵＡＶ ＴＬＳ

地上移動体
搭載型ＬＳ

無人航空機
搭載型ＬＳ

ＴＳ（ノンプ
リズム方式）

ＴＳ等
光波方式

RTK-GNSS
音響測深
機器

施工履歴
データ

土 工

面
管
理〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
断
面

管
理 〇 〇

舗装工

面
管
理 〇 〇 〇
断
面

管
理 〇

路面切削工 〇

河川浚渫工 〇 〇

護 岸 工 〇 〇 〇 〇 〇

表層安定処理等
・中層地盤改良工 〇

固結工
（スラリー撹拌工） 〇

法面工 〇 〇 〇 〇 〇 〇

トンネル工 〇 30

３次元計測技術を用いた出来形計測要領（案）の改定

31

■改定概要
・斜面に正対した空中写真を撮影することにより、点群解析時の精度を向上させるよう改定。
（護岸工・法枠工における運用）

・護岸工での多点計測技術の適用技術追加による改定（現在はＴＳ、ＴＳノンプリ等の単点計測技術のみ）

■改定の効果
・法枠工等、高低差の大きい構造物の出来形計測の迅速化および直立面を有する構造物等の出来形の
計測精度向上
・多点計測技術による計測作業の効率化（護岸工）

（提案技術）
斜面に正対させた状態での撮影

【３次元計測技術を用いた出来形計測要領（案）（法面工編） 改定】
【３次元計測技術を用いた出来形計測要領（案）（護岸工編） 改定】

・ＵＡＶ写真測量についてカメラを計測対象の斜面に正対させた状態での斜め撮影を行う提案
・護岸工での多点計測技術（ＵＡＶ写真測量、レーザースキャナー等）の適用を提案

■技術概要
ＵＡＶに搭載したカメラを計測対象の斜面に正対させた

斜め撮影を行う場合、対地高度が所要の地上画素寸法
を超えないよう保つよう撮影が行える技術

■構成機器（例）
（法面工）

・無人航空機
（護岸工）

・無人航空機
・地上型レーザースキャナー
・地上移動体搭載型レーザースキャナー
・無人航空機搭載型レーザースキャナー

（従来技術）
地表面に対して直角に撮影

対
地
高
度

対
地
高
度



ＩＣＴ施工で使用されるＩＣＴ（情報通信技術）の例

32

地上型レーザースキャナー無人航空機を用いた空中写真測量 無人航空機搭載型レーザースキャナー 地上移動体搭載型レーザースキャナー

ＩＣＴ建設機械
（３次元マシンガイダンス）

３次元設計データ作成ソフトウェア
ＩＣＴ建設機械

（３次元マシンコントロール）
３次元出来形帳票作成ソフトウェア

ＧＮＳＳローバートータルステーション 音響測深機器 ＩＣT建設機械の施工履歴データ

機器構成・仕様確認

33

機 器 構 成 、 仕 様 確 認 時 の 留 意 点

①パソコン

②3次元設計データ作成
ソフトウェア

３次元設計データの作成
ＵＡＶ,ＴＬＳ,UAVレーザ,TS,TS（ノンプリズ
ム）,RTK-GNSS,地上移動体搭載型LSに

よる起工測量及び出来形計測
出来形帳票作成

④UAV本体

⑦出来形帳票作成
ソフトウェア

③データ記録媒体
（USBフラッシュメモリ

等）

①パソコン

出来形帳票作成
出来高の数量算出

⑤写真測量ソフトウェア※

⑥点群処理ソフトウェア

④ＴLS本体、
UAVレーザ本

体

⑧出来形の数量算出
ソフトウェア

①パソコン

■各種要領に準拠
・空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）
・地上型LSを用いた出来形管理要領（土工編）、無人航空機搭載型LSを用いた出来形管理要領（土工編）
・TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）、 TS（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（土工編）
・RTK-GNSSを用いた出来形管理要領（土工編）、地上移動体搭載型LSを用いた出来形管理要領（土工編）

④TS,TS（ノン
プリズム）本体

④ＲＴＫ-ＧＮＳ
Ｓ本体



ＩＣＴ施工で現場環境や条件が適していないために生じた課題

資料提供：JCMA CMI永沢薫氏課題

課題

課題

天候の影響を受け、
継続ができない

両側に立木があり、
GNSSが取得できない

すぐ法面保護をしたいため計測を待てない。
面管理がかえって非効率になる。

34

天候の影響によりドローンが使えない！

35

課 題 対応方法

天候の影響を受けてドローンが使えな
い

空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理

無人航空機搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理

検証点

地上基準点：１点のみ測量

計測範囲の
４隅に標定
点を設置

ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理

ノンプリズム方式

ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理



立木があるためドローンが使えない！

36

立木周辺を地上型レーザースキャナ、平地をＵ
ＡＶによる測定に変更する

課 題 対応方法

地上画素寸法を確保できる飛行高度で
移動すると、周辺の立木に接触する

高圧線があるためドローンが使えない！

37

起工測量を地上型レーザースキャナーによる
方法に変更する

課 題 対応方法

高圧線があるため、起工測量でＵＡＶを
使用できない



条件によってＵＡＶ写真測量が非効率となる！

38

課 題 対応方法

天気や風速、撮影するタイミングによっ
てＵＡＶによる写真測量が非効率となる

ＵＡＶによる空中写真測量が非効率となる場合
にはＴＳやＧＮＳＳによる出来形計測を行う

ＧＮＳＳによる出来形計測

ＴＳによる出来形計測

出来形計測が降雪や積雪による
影響で空撮できない

出来形計測のタイミングが他工事
と重なって撮影できない

外注している場合、外注先の予定
がいっぱいで空きがない

ＵＡＶ写真測量による岩線計測では非効率となる！

39

課 題 対応方法

ＵＡＶ写真測量による岩線計測では費
用や労力が余計にかかる場合がある

岩線計測で現場条件により測点可能な測点が
少なかったり、複数回になる場合は、ＴＳやＧＮ
ＳＳにより実施する

複数の測点を一度に計測すること
ができず、１測点しかできない

岩線を露出させるのを掘削の進捗
に合わせて行うため１測点でも複
数回になる。



測位に必要なＧＮＳＳの取得ができない！

40

TS測位を用いる

課 題 対応方法

測位に必要なＧＮＳＳの取得ができない
（衛星が捕捉できない）

ＧＮＳＳの電波が受信できる場所とできない場所がある！

41

測位方式がＧＮＳＳアンテナとターゲットミラー
で交換可能なＩＣＴ建機を利用する

課 題 対応方法

ＧＮＳＳによる電波が受信できる場所と
できない箇所が点在する

GNSS基準局
衛星受信機

自動追尾ＴＳ

ＧＮＳＳアンテナ

自
動
追
尾
Ｔ
Ｓ
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト

どちらか
を使用



ＩＣＴ建設機械が準備できない！

42

課 題

ＩＣＴ建設機械が準備できない、従来型
の建設機械を購入したばかり・・・・

従来型の建設機械にＩＣＴ機器をアタッチメント
で装着したり、改造することでも施工可能

対応方法

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ
（後付け）

改造

面管理をすることでかえって非効率となる！

43

管理断面及び変化点の計測による出来形管理
を行ってもＩＣＴ活用工事となる

課 題 対応方法

すぐ法面保護をしたいため計測を待て
ない、面管理がかえって非効率となる

（現場条件等で面管理が非効率となる場合）



狭い現場だとＩＣＴ建設機械が使えない！

44

小型のバックホウにＩＣＴのマシンガイダンスシ
ステムを搭載、暗渠排水の床掘り作業に活用

課 題 対応方法

狭隘現場のため、大型のＩＣＴ建機が利
用できない

ＩＣＴの全面活用が難しい！

45

現場条件に合わせてＩＣＴを部分活用する

課 題 対応方法

全ての段階でのＩＣＴ活用が難しい、ＩＣＴ
を使って出来形管理だけがしたい

３次元起工測量

３次元データの納品

３次元設計
データ作成

ＩＣＴ建設機械
による施工

３次元出来形管理等
の施工管理

必須項目

選択可能な項目



地域企業への普及拡大に向けた簡易型ＩＣＴ活用工事の導入

46

○起工測量から電子納品の一部の段階で3次元
データ活用を選択することが可能
※ただし、3次元設計データ作成、3次元出来形管理等の
施工管理及び3次元データの納品での活用は必須

○工事成績で加点・各段階で経費を変更計上

3次元設計
データ作成

ICT建設機械に
よる施工

【ICT活用工事】

選択可能な項目

○地域企業へICT活用拡大を図るため、工事の全ての段階で3次元データ活用が必須であったとこ

ろを、一部段階で選択可能とした「簡易型ICT活用工事」を2020年度より導入。

○その際、3次元データの活用に重きを置き、各段階で費用に適切に反映。

○起工測量から電子納品までの全ての段階で
3次元データ活用を必須

○工事成績で加点・経費を変更計上

3次元起工測量

【簡易型ICT活用工事】

3次元データ
の納品

3次元出来形管
理等の施工管理

【簡易型ICT活用工事の概要】

必須項目

ｉ-Cｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎに関する情報発信（ホームページ）

47

地域毎のICT活用工事の発注見
通し（ICT活用工事）
ICT活用工事の工事実績

ICT活用取組み事例集

施工現場におけるビデオカメラ等
を活用した試行工事の紹介
i-Construction関係動画

有識者､東北地方整備
局、東北６県、仙台市、

建設業団体による「東
北復興DX・ i-Constru
ction 連絡調整会議」
の活動内容

i-Construction の目指
すもの
ICT技術の全面的な活
用に向けた取り組み

i-Constructionに関す
る表彰

など

「ICTの全面的活用」を実施する上
での技術基準類

ＩＣＴ活用工事の手引き

① ② ④ ➄

③ ③

➄④

①

②

③

• 「東北地方整備局のホームページ」では、i-Constructionの概要や東北地方整備局の取り組み状
況、 工事実績、事例集、手引き等について紹介しています。
(http://www.thr.mlit.go.jp/Bumon/B00097/k00915/jyouhouka/Th-iconHP/icon-torikumi.html ）



ＩＣＴ活用工事で用いる要領等に関するＱ＆Ａ

48

企画部 技術管理課ＩＣＴ施工ｅラーニング

49

■システムの概要

ITC施工に関する普及促進と人材育成を目的に、e-ラーニングシステムを構築。

本学習システムは、建設現場におけるＩＣＴ施工の流れや技術的な基礎知識に
ついて、学習できるプログラムとなっている。
URL; http://www.ictc-e-learning.qsr.mlit.go.jp/ (九州地整ＨＰ）

■教材構成

章番号 章名
1 i-Constructionの概要とICT施工
2 ICT施工導入による変化
3 衛星測位

4
３次元測量技術①
～概要と無人航空機（UAV）空中写真測量について～

5
３次元測量技術②
～レーザースキャナーを用いた測量と
トータルステーション（TS）を用いた測量～

6 ３次元設計技術
7  ICT建機の施工技術① ～ICT建機の概要～
8  ICT建機の施工技術② ～ICT建機と導入メリット～
9 3次元出来形計測技術

10 3次元データの検査・納品
11 ICT施工のまとめ

ICT施工初心者を対象とし、ICT施工の概要から各施工ステップに
ついて学習可能な教材構成（全11章・87科目）

■教材の特徴

・1科目あたり、2～3分程度の動画と小テストで構成。

・動画は進行役のナビゲーターの案内から始まり、イラストや実写動画の映像、
ナレーション、テキストなどを組み合わせた構成。
・各動画終了後には小テストを実施。
・ユーザー登録を行うため、学習状況が保存され、継続的な学習が可能。
・全ての科目の受講が終了したら受講証明書を発行。

※動画再生時間３時間３２分
・CPDS認定プログラム（登録番号 １０１）
・CPD申請可能

▼学習システム

▼教材映像

▼受講証明書（イメージ）

進行役のナビゲーターがご案内

▼小テスト
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情報化施工推進戦略 新たな情報化施工推進戦略

H28.1.4国土交通大臣会見（※）
（「i-Construction」「生産性革命元年」）

R2.7.29国土交通省インフラ分野
のDX推進本部設置

インフラ分野に
おけるＤＸの推進

ＣＩＭの試行
（建設分野におけるＢＩＭの導入）

i-Construction
（建設現場の生産性革命）の推進

H29.11.1「3次元データ利活用方針」の策定

2025年までに全ての公共事業に
BIM/CIMを原則適用を決定

2023年までに小規模工事を除くすべての
公共事業にBIM/CIMを原則適用を決定

ＢＩＭ／ＣＩＭの推進・原則活用
設計施工・維持管理データの３次元化、VR・AR・MRの活用等

2年前倒し

ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ施工）
測量～設計～施工～施工管理～納品の全てで３次元データを活用

建設現場のデジタル化の推進
（遠隔臨場等）

調査・測量、設計に係る新基準が制定
①「UAVを用いた公共測量マニュアル（案）」【測量】

②「3次元設計データ交換標準」【設計】

③「電子納品要領（工事及び設計）」【納品】

【施工】 ：マシンコントロール技術、マシンガイダンス技術など
【施工管理】 ：TS・GNSSによる締固め管理技術、TSによる出来形管理技術

• 土工、舗装工、浚渫工、地盤改良工、法面工、付帯構造物工、舗装修繕工、
構造工（橋脚・橋台）、路盤工

• 《港湾》浚渫工、基礎工・ブロック据付工、海上地盤改良工（床掘工・置換工）

東北地整において「建設現場
におけるビデオ等活用」を試行

「建設現場の生産性を飛躍的に向上するための
革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト」～

H29.3「CIM導入ガイドライン（案）」の策定

【平成28年9月12日 未来投資会議 安倍総理】
・第４次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け、
建設現場の生産性を、２０２５年までに２０％向上させる。

・３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共工事の現場で、
測量にドローン等を投入し、建設プロセス全体を３次元
データでつなぐ、新たな建設手法を導入する。

【平成28年1月4日 国土交通大臣会見】
• 人口減少社会でも、社会のあらゆる生産性を向上させる

ことで、経済成長を実現させることができる
• 社会資本整備の進め方を「賢く投資・賢く使うインフラマネ

ジメント戦略へ転換し、（中略）i-Constructionを進めます。
• 本年を「生産性革命元年」と位置付け、国交省の総力を

挙げ、生産性の向上に向けた取組みを進めたいと考えて
おります。

国土交通省におけるＩＣＴ関連の最近の取組
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AI

クラウド

データの認識・判断

データの保存処理

【クラウドサービスの国内市場規模は年々拡大】

■企業の既存システムをパブリッククラ
ウドに移行する動きが加速

■AWS（Amazon)、Azure（Microsoft)、
GCP（Google）の寡占化が進展

出典：ITR Market View：AI市場2021

■画像解析分野はカメラ等周辺機器の
充実により、様々な産業に拡大

■2020年度に売上金額を最も伸ばした

のは機械学習プラットフォーム市場で、
今後も導入が拡大見込み

（出典）株式会社MM総研HP（2020年6月18日）

国内クラウド市場 実績と予測

AI主要8市場規模推移および予測

【ディープラーニングの進化によるAI市場の拡大】

【IoTデバイスの急速な普及】

IoT
モノのインターネット

■世界のIoTデバイスは今後も増加が
予測

■特に、インフラを含む「産業用途」等
の高成長が著しい

世界のＩｏＴデバイス数の推移及び予測

出典：情報通信白書 令和２年度版（総務省）

社会のデジタル化の加速
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働き方の変化
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新型コロナウイルスをきっかけとして社会のデジタル化が進展し、テレワークやオンライン会議の導入
が進むなど仕事も働き方も大きく変わることが予測されている

出典 令和3年3月19日 国土交通省記者発表

テレワーク

テレワーカーの割合
は拡大

出典 令和3年3月19日 国土交通省記者発表



インフラ分野のＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の推進
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○新型コロナウイルス感染症対策を契機とした非接触・リモート型の働き方への転換と抜本的な生産
性や安全性向上を図るため、５G等基幹テクノロジーを活用したインフラ分野のDXを強力に推進。

○インフラのデジタル化を進め、2023年度までに小規模なものを除く全ての公共工事について、
BIM/CIM※活用への転換を実現。

○現場、研究所と連携した推進体制を構築し、DX推進のための環境整備や実験フィールド整備等を
行い、3次元データ等を活用した新技術の開発や導入促進、これらを活用する人材育成を実施。

インフラDXを推進する体制の整備

・対象とする構造物等の形状を3次元で表現
した「3 次元モデル」と「属性情報」等を組み
合わせたBIM/CIMモデルの活用拡大

地方整備局
技術事務所等
人材育成センター

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進

・新技術の現場実証 等

国土交通本省
推進本部

・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔

機能 等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
・直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・３次元データや５G等を活用した新技術

の研究開発
・海外動向の研究 等

連携

企業 大学

公共事業を「現場・実地」から「非接触・
リモート」に転換
・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモー
ト」方式に転換するためのICT環境を整備

仮設計画 干渉確認

受注者 発注者

3D共有環境での検証

リアルデータを活用した技術開発の推進
・熟練技能労働者の動きのリアルデータ等を
取得し、民間と連携し、省人化・高度化
技術を開発

5G等を活用した無人化施工技術開発
の加速化
・実験フィールド、現場との連携のもと、無人化
施工技術の高度化のための技術開発・研究
を加速化

インフラのデジタル化推進とBIM/CIM
活用への転換

※BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）

インフラ分野のＤＸの概要
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利用・サービス

インフラ

手続きなどいつで
もどこでも気軽に
アクセス

○24時間 365日
○ワンストップ
○リモート化、タッチレス

コミュニケー
ションをよりリ
アルに

○ビッグデータのフル活用
○三次元の図面/映像
○AR/VR

現場にいなくても
現場管理が可能に

○自動化・自律化
○遠隔化
○省人化

Safe：安全 Smart：賢く Sustainable：持続可能

建設業界管理者

国民の生活、社会活動、経済活動デジタル

収集

提供

ﾈｯﾄﾜｰｸ

インフラ分野のＤigitalＸformation

Ｄigital Ｘformation

調査・設計・施工・維持管理、災害対応

・・・etc

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

exp) ドローン

exp) API※

exp) 5G高速通信

exp) クラウド環境

※application program interface

～デジタル技術の活用でインフラまわりをスマートにし、従来の「常識」を変革～

より便利に

より理解しやすく

少人数・短時間で
効率的に



インフラ分野のＤＸの背景
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ICT化が難しい産業

屋外での作業、一品生産 屋内での作業、大量生産

宿泊業
飲食ｻｰﾋﾞｽ業

2,596 

建設業
2,875 

卸売業
小売業
4,123 

製造業
5,788 

情報通信業
6,602 

金融業
保険業
7,930 

全産業
4,952 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000
労働生産性の比較（2019年）

建設業
2,875

全産業
4,952

労働生産性※の比較（2019年）
生産性指標
（円/人・時）

製造業
5,788

災害対応などを担う不可欠な産業

※下式による生産性指標

産出量 （output）

投入量 （input）
生産性指標 ＝

付加価値額

労働者数×労働時間
＝

〇建設業の置かれた課題
･将来の人手不足への対応

生産年齢人口の減少
2010年8,173万人 → 2050年5,275万人（-35%）

・頻発する災害への対応が困難

洪水リスク高い地域内の高齢者世帯
2010年448万世帯 → 2050年680万世帯（+52％）

・老朽化する大量なインフラ補修が困難

50年以上経過の道路橋
2018年25％ → 2033年63％（+38％）

災害対応（堆積物撤去）インフラの維持管理（点検作業）

（国民経済計算（内閣府）、労働力調査（総務省）及び毎月勤労統計（厚労省）より国土交通省作成）

「屋外での作業、一品生産」という建設業の特性を踏まえると、建設現場の生産性向上は、一朝一夕には難しい
しかしながら、建設業は災害対応などを担う不可欠な産業であり、官民一体となってインフラ分野のＤＸを進める必要
それにより、建設業の適切な発展を図るとともに、維持管理や災害対応の確実な実施により国民の安全安心にも貢献

【写真出典】トヨタ自動車㈱HP

【建設業】 【製造業】

インフラ分野のDXアクションプランの策定に向けて
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令和2年7月29日（第1回）、令和2年10月19日（第２回）、令和3年1月29日（第３回）、
令和3年2月9日インフラ分野のDX施策記者発表、令和3年11月5日（第4回）

○メンバー
（本部長） 技監
（副本部長） 技術総括審議官、技術審議官、大臣官房審議官（不動産・建設経済局担当）
（本部員） 官房技術調査課長

官房公共事業調査室長
官庁営繕部整備課長
総合政策局公共事業企画調整課長
総合政策局情報政策課長
不動産・建設経済局建設業課長
不動産・建設経済局情報活用推進課長
都市局都市計画課長
水管理・国土保全局河川計画課長
道路局企画課長
住宅局建築指導課長
鉄道局技術企画課長
港湾局技術企画課長
航空局空港技術課長
北海道局参事官
国総研社会資本マネジメント研究センター長
国総研港湾研究部長
国土地理院企画部長
土木研究所技術推進本部長
建築研究所 建築生産研究グループ長
海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所港湾空港生産性向上技術センター長

WEB会議の様子

第4回 国土交通省インフラ分野のDX推進本部
■日 時：令和3年11月5日（金）10:30～11:30 web会議
■参加者：技監、技術総括審議官、技術審議官、大臣官房審議官（不動産・建設経済）、各局担当等
■議 事：インフラ分野のDX推進の全体像について説明、各局の主な施策の進捗状況の共有、今後のスケジュール

について（アクションプラン作成等）の説明

○開催経緯

本省１１階DXルームの活用

建機の遠隔操縦

VRの活用



デジタル化の推進による新たな特殊車両通行制度の導入により、特殊車両通行手続きの効率化、
迅速化を図り物流生産性を向上

〇道路利用者等の生産性向上のため、道路空間に関わる行政手続きの効率化・即時処理を実現。
〇特殊車両の新たな通行制度（即時処理）を令和４年４月１日から実用化します。道路占用許可や特定

車両停留施設の停留許可手続きについても、デジタル化・スマート化を推進。

目指す姿

概要

Before After
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▲取締回数と取締１回当たりの違反件数（4月～5月）▲取締基地における取締り（現地および人手で実施）

▲許可件数推移（4月～5月）

▲自動重量計測装置 ▲ETC2.0

重量を遠隔
で確認

通行可能経路
を表示可能に

連
携 経路を遠隔で確認

連
携

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

新たな通行制度の実用化システム開発

▲審査日数の推移（現在も1か月程度必要）

特殊車両の通行許可手続きには約１か月程度必要 新システムの構築により、即時処理を実現

通行可
条件付通行可
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手続きなどいつでもどこでも気軽にアクセス
～物流生産性の向上のための特殊車両の新たな通行制度～

59

水害リスク情報を3次元で提供し、よりリアルに認識できるリスク情報提供の実現

Before

○主に印刷物のハザードマップで示す水害リスク情報について、３次元表示手法の検討や
民間企業等との幅広い連携等、様々な手段によるわかりやすいリスク情報提供を促進する

目指す姿

概要

After

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

中小河川浸水想定区域データの国土数値情報化の加速（浸想電子化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ見直し）、三次元化した災害リスク情報のオープンデータ化（PLATEAU）

主に印刷物による２次元でのリスク情報提供
• ハザードマップは地図上にリスク情報を示しており、

想定浸水深等のイメージが十分伝わりにくい

① ３D都市モデル（PLATEAU/ﾌﾟﾗﾄｰ）との連携によるリスク情報提供
② 地理院地図３D表現動向を踏まえたリスク情報表示手法の検討
③ オープンデータ化による民間サイト等でのリスク情報提供推進

地理院地図の3D表現の動向を踏まえたリスク情報表示手法に関する検討

３次元リスク情報表示手法の検討
（例：重ねるハザードマップ３D）

PLATEAUの３D都市モデルと
連携した３D浸水リスク表示
（例：荒川下流河川事務所）

オープンデータを活用した民間でのAR化の例
（（株）ウェザーニュース：ARお天気シミュレーター）

洪水浸水想定区域図 ハザードマップ（印刷物・
PDF）

水局・都市局が連携し、3D都市モデルの整備と併せて
浸水想定区域図等の三次元データ化を促進。

三次元情報を基に都市の災害
リスクを分析。防災政策へ活用。
（例：茅野市）

3D都市モデルの整備及び防災政策への活用の全国展開
全国56都市の3D都市モデルと
三次元災害リスク情報を整備（PLATEAU）①

重ねるハザードマップ３D表示（地形情報）②
災害リスク情報のオープンデータ化
（国土数値情報で直轄河川は概ね提供完了）③

G空間情報センターや国土数値情報等で
災害リスク情報を公開（オープンデータ化）

オープン
データ
加速化

コミュニケーションをよりリアルに
～水害等リスク情報のわかりやすい３次元表示の推進～
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機械が自動で施工する建設現場を実現し、現場の省人化による生産性向上を目指す。

Before

目指す姿

概要
○従来は人が建機に搭乗し操縦することで機械施工を行ってきたところ、機械の自動化・自律化

の導入による飛躍的な省人化、生産性向上を図るべく、制御信号の統一ルールを提案する
土木研究所と連携し、ロードマップや必要な技術基準を整備する。

After
従来型建設機械による施工

建機1台につき搭乗するオペレータ1人に加え、
丁張りをかける人員が必要

自動化建設機械による施工

！

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

・技術動向調査
・協議会設置

自動化建機と遠隔化建機の組合せで1人で複数の建機を稼働
3次元設計データを活用することで丁張りも不要

実証ガイドライン策定
振動ローラ

現場導入に必要な技術基準整備【安全、施工管理、積算等】

機種拡大
不整地運搬車

フォローアップ、改定

機種拡大
ブルドーザ

機種拡大
バックホウ

現場にいかなくても現場管理が可能に
～建設施工における自動化、自律化の促進～

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

港湾・海岸工事における潜水士の負担軽減、安全性向上

Before

目指す姿

概要
〇準天頂衛星を含む衛星測位（RTK-GNSS測位システム）と音波による水中測位技術と水中施工機械の遠隔操作技術を組み
合わせることにより、海象条件によらず利用可能な高精度の遠隔操作・自動化水中施工システムを開発する。
〇高精度の遠隔操作・自動化水中システムの活用により、水中施工の遠隔化・無人化を実現する。

潜水士による水中施工 水中施工の遠隔化・無人化

▶ 海象条件が悪い日は、潜水士による水中施工は不可
▶ 水中での測位精度が低いため、水中施工機械の操作には潜水士が必要

水中施工機械等の位置を高精度かつリアルタイムに測定する技術の開発 社会実装への移行

衛星と水中音波による測位技
術を組み合わせることで、水中
施工機械の位置を高精度かつ
リアルタイムに測定

衛星測位

技術開発成果のイメージ

水中施工機械等を表示したモニターにより、
船上で遠隔操作が可能に

After

潜水士：施工精度の確認

丁張り（水糸）

現状の水中施工機械導入
（沖縄等濁りの無い海域のみ可能）
※潜水士が必要

▶ 水中施工機械の遠隔化・無人化により海象条件に左右されない水中施工を実現
▶ 遠隔化・ 無人化による潜水士の負担軽減、安全性の向上

潜水士：
施工機械の操作

潜水士の目視により、
施工精度を確保

水中音波に
よる測位

水中施工機械の遠隔操作技術の開発 61

現場にいかなくても現場管理が可能に
～衛星測位を活用した高精度の遠隔操作・自動化水中施工システムの開発～



インフラＤＸルーム

国土交通本省

ＤＸデータセンター等

国土技術政策総合研究所

各地整ＤＸ推進センター

関東・中部・近畿・九州地方整備局

東北地方整備局インフラＤＸ推進本部

《 非接触・リモート型の転換 》 《 BIM/CIMﾃﾞｰﾀの活用 》 《 ＶＲ・ＡＲ・MRの活用 》

東北復興ＤＸ・
i-Consturction
連絡調整会議

若手技術
学生・生徒等

地域住民等

業務・工事の
受注者

自治体（東北6県・仙台市等）

関連業団体・建設業者

大学等の学術機関

i-Conｻﾎﾟｰﾄ事務所等

◉サポート事務所
（青森/岩手/仙台/秋田/山形/福島）
◉その他事務所・管理所

各職場・業務・工事
でDXを実践

i-Conモデル事務所

鳴瀬川総合開発工事事務所

東北管内における
3次元データ活用の
先導的役割を実践

連携

連携

活用
促進

技術
支援

人材
育成

情報
発信

提供 利活用 連携

指導・
助言

連携

技術
支援

人材
育成

連携

先進的な工事現場
（成瀬ダムの自律自動施工や

除雪作業の高度化など）

連携

非接触・リモート型の
働き方への転換

新技術の活用促進

３次元データの
利活用促進

デジタル人材の
育成・環境整備

東北地方整備局におけるインフラＤＸの推進体制
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東北地方整備局のデジタル・トランスフォーメーション（DX）

63

変革（Transformation）のための４つの挑戦（challenge)

３次元データ
の利活用促進

デジタル人材
の育成・環境整備

非接触・リモート型
の働き方への転換

新技術の活用促進

ＤＸ推進に向けた３つの着目点

脱！既成概念 脱！場所 脱！ペーパー

現状の働き方における３つの課題に着目し、課題解決に向けデジタル
技術等の活用を検討する。

これまでの単なる電子化から脱却し、デジタル技術や３次元データ、ＩｏＴ
等の徹底活用により、業務プロセスや働き方の抜本的な変革を図る。
変革のための挑戦は４つの視点から取り組む。

【 基 本 方 針 】



変革（Transformation）のための４つの挑戦（challenge)

『離れた空間をデジタルで共有』
～対面主義にとらわれない建設現場やオフィスの働き方を推進～

『誰でもすぐに現場で活躍』
～新技術の活用を促進し、建設施工やインフラメンテナンスの現場を変革～

『オフィスに現場を再現』
～３次元データ活用（可視化や自動化）により、受発注者双方の働き方を変革～

『ワンチームでＤＸを推進』
～組織・個人が発想を大転換（一致団結しデジタル変革実現）～

cloud

IoT

5G

AI
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東北地整備局インフラDX推進本部

幹事会

本部長：局長、 副本部長：副局長、 本部員：各部長等

幹事長：企画部長、 副幹事長：技術調整管理官、 幹事：各部の官クラス

DX推進部会

検討テーマに
応じた各部会

部 会 名 検討テーマ

DX企画部会
ＤＸ推進に係る企画立案・総合調整

ＤＸに係るデジタル人材の育成・環境整備・業務効率
化

デジタル情報活用推進
部会

設計施工分野における非接触・リモート型の働き方
への転換、３次元データの利活用促進

施工技術開発部会 施工分野におけるＡＩや５Ｇ等新技術の活用促進

河川部会 河川分野における新技術や３次元データの活用促進

道路部会 道路分野における新技術や３次元データの活用促進

港湾部会 港湾分野における新技術や３次元データの活用促進

営繕部会 営繕分野における新技術や３次元データの活用促進

東北地方整備局におけるインフラＤＸの推進体制
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官民連携による建設業の担い手確保の推進

東北復興「働き方・人づくり改革プロジェクト」

「強い東北」 の実現に向け、ＤＸ推進とともに、取組を進化

働き方改革の推進 生産性向上の推進 担い手の育成・確保
（地域の守り手確保）

少子高齢化が進む東北地方で、災害時の迅速な対応そしてインフラの維持管理や除排雪など、「地域の守り
手」である建設業の担い手確保対策を、東北全体へと拡げることが必要
東北地整、県・仙台市、建設業団体が連携して取り組む「東北復興働き方・人づくり改革プロジェクト」を、東北
管内の全市町村(226市町村)に対し、ＤＸの推進を図りながら東北全体を進化

①「週休２日工事」の普及・拡大
［証明書の取組を10万人以上の都市へ拡大］

②｢統一土曜一斉現場閉所」の取組
みを各県単位で「月２」を目指す

③業務及び工事における「ウィーク
リースタンス」を全市町村で標準化

④「施工時期の平準化」を全発注
者にて目標設定（標準化）し推進

⑤業務における 「WEB会議」を６県・
仙台市にも拡大 [ WEB検査の標準化

（国）]

⑥「ＩＣＴ活用工事」の普及・拡大
［証明書の取組を10万人以上の都市へ拡大］

※証明書対象工種を拡大 （ICT法面工等）

⑪東北土木技術人材育成協議会

・全ての10万人以上の都市のＩＣＴ・

ＵＡＶ等最新技術講習会受講完了

・産学官連携のよる「学生向け

i-Con新技術体験学習会」の開催

⑫デジタル技術（ＶＲ・ＭＲ等）の活用

に対応した研修・セミナーの高度化

⑬優良工事表彰で「地域の守り手枠

（維持工事）」を表彰（国）

⑦｢簡易チャレンジ型ＩＣＴ｣の推進

⑩「i-Conモデル事業」及び「BIM/CIM」
活用による調査 ～管理までの３次
元データ化を加速 （国）

⑨調査業務及び工事における「ウェ
アラブルカメラ等を活用した遠隔臨
場」を６県・仙台市に拡大

⑧ ＩＣＴ・BIM/CIM・遠隔臨場の活用を
「ＩＣＴサポーター制度」により支援（創設）
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⑧ ＩＣＴ・BIM/CIM・遠隔臨場の活用を「ＩＣＴサポーター制度」により支援生産性向上の推進

ICT施工やBIM/CIM、遠隔臨場等の利活用促進を目的に、地元企業がICT等技術に関わる技術指
導やアドバイスが受けられる仕組みをつくり、東北地方におけるさらなる生産性向上を図る。
「東北復興i-Construction連絡調整会議」がICT技術に係る豊富な実務経験や知見、ノウハウを有
する者を 「ＩＣＴサポーター」として任命し、地元企業における生産性向上の取組を支援。

地元企業 東北復興
i-Construction

連絡調整会議

ICT施工について、技術指導をお願い
したい！
BIM/CIMの勉強会を開催したいが
講師をお願いしたい！
遠隔臨場を導入したいが、どうしたらい
いのか分からない！

ICTサポーター

BIM／CIMＩＣＴ施工 遠隔臨場

公募･認定

Ｒ４目標

◆「ＩＣＴサポーター」の公募を行い、技術支援が可能な分野
や項目、対応可能地域等を示した「ＩＣＴサポーター一覧」
を作成し公表

◆地元企業が、個別の会社レベルでは難しいデジタル化に
ついて、技術相談し易く・取り組み易い環境を整備

技術支援
アドバイス
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ＩＣＴサポーター認定制度の概要
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項 目 ＩＣＴサポーター制度概要

目的 ・東北地域における建設現場のさらなる生産性向上と建設業におけるDX促進
・地元建設企業がICTやデジタル技術を幅広く導入・活用できる環境の整備

サポーターの認定 ・ICTサポーターの募集は、東北復興i-Construction連絡調整会議が公募により行う。
・連絡調整会議は、ICTサポーターにふさわしいと思われる候補者を、２年に１回公募する。
・応募は、申請書で行う。
・ICTサポーターの選定は、連絡調整会議が申請書並びに、必要により候補者に対するヒアリングを実施し、選定する。

任命者・事務局等 任命者：東北復興DX・i-Construction連絡調整会議 会長 東北地方整備局企画部長
事務局：企画部 技術管理課・施工企画課

認定者の公表 連絡調整会議事務局（国土交通省東北地方整備局）のホームページ上で公表

公募技術 別紙
応募資格 以下の要件を満たす建設会社、測量会社、建設コンサルタント会社、建設機械等リース・レンタル会社、ソフトウェア会

社等の法人格で、過去５年間に以下に示すいずれかの実績を有すること。

①応募するICT技術に関する東北地方整備局または東北6県・仙台市が発注する工事または業務の実績
（元請または下請）
②応募するICT技術に関する技術指導や助言、普及・支援活動などの実績
③応募するICT技術に関する講習会・研修・セミナー等における講師または技術指導実績
④東北地方整備局「簡易チャレンジ型ICT活用工事」登録アドバイザー
⑤東北地方整備局「アドバイザー・コンサルタント制度」登録アドバイザー
⑥応募するICT技術に関わるリース・レンタル会社・システム会社・ソフトウェア会社等で令和04・05・06年度の
国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）における「物品の製造」、「物品の販売」または「役務の提供等」
について東北地域の競争参加資格の認定がなされる者

ＩＣＴサポーター認定制度の概要
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項 目 ＩＣＴサポーター制度概要

任 期 ２年
※任命期間は任命日から翌々年の3月31日までとする。また過去2年以内にICTサポーター活動実績のあった
サポーターは、辞退の申出がない限り、再任する。

※なお、辞退の申出、認定を受けたサポーター申請時の提出書類に虚偽の記載があったことが判明した時、その他サ
ポーターとして適さない事情等がある場合は、任命期間にかかわらず、当該サポーターを解任または活動を停止する
ことができるものとする。

活動内容 ICTサポーターは、東北地方におけるさらなる建設生産性の向上を図るため、地元企業等の求めに応じて必要な時に
実践的な技術支援（技術指導・技術相談・助言・技術提供等）を行うとともに、ICT施工の普及促進や、
BIM/CIMをはじめとする3次元データの利活用促進を目指した活動等を行う。

ICTやIoT、AI等の情報通信技術（以下、「ICT技術」）を建設生産・管理プロセス（調査測量、 設計、施工、
施工管理、点検、維持管理、防災活動等）の全てまたは各段階で活用する際の発注者や受注者等の依頼者
ニーズに応じた技術支援
ICT技術を活用する際に必要な手順の解説や効果的な活用方法の提案、留意事項に関する助言
他地域でICT技術を活用して課題解決した事例の紹介
建設分野におけるICT技術に関わる最新動向の紹介
東北地方整備局及び地方公共団体等が実施する研修・講習会等に対する協力 など

支援の依頼方法
・費用負担

・ICTサポーターへの支援依頼は、技術支援を希望する依頼者が連絡調整会議事務局（国土交通省東北地方整
備局）のホームページ上で公開されている「ICTサポーター登録シート」から選定し、依頼者が当該サポーターに直接、
支援依頼を行う。
・依頼に基づくICTサポーターの活動に要する費用は、ICTサポーターと支援依頼者で協議し決定する。
・電話やオンライン等による短時間の支援については無償を原則とする。

サポーター活動報告 ICTサポーターは、支援依頼があった場合には、依頼者や支援内容等を記載した活動報告書を技術支援終了後、速
やかに連絡調整会議事務局宛て提出する。



⑫ VR・MRなどのデジタル技術活用に対応した研修・セミナーの高度化担い手育成・確保

社会資本整備や公共サービスを行う現場において、非接触・リモートの働き方や、ＢＩＭ／ＣＩＭを
活用した新たな働き方への転換を進めていくため、職員を対象にデータやデジタル技術活用に関
わる知識・技術習得を目的とした研修・セミナーを令和３年度から実施。

令和４年度からは東北地域におけるＤＸ推進に向けて環境整備を行うとともに、県・市町村などの
職員や民間企業の技術者に対象を拡大。

MR（複合現実）体験実習 ３Ｄ点群データ作成体験実習 遠隔臨場体験実習

遠隔地の撮影状況をパソコンで確認（事務所等）

ウエアラブルカメラに撮影（施工現場）

７０％以上のラップ率で複数枚撮影

点群データ化したい対象物を写真撮影

作成された３次元点群データ

ＭＲ用デバイス（ゴーグル）

ＭＲ実習の状況

３Ｄモデルを実物に重ね合わせ 70

i-Construction（ICT施工等）の導入に関する補助金と税制・融資制度

71

ICTシステム機器導入

ICT建設機械導入
ICT活用
ソフトウェア
導入

ICT施工
人材育成

ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業

人材開発
支援助成金

②
①

④ソフト ハード 人材

補助率1/２以内上限額4５0万 補助率6/10以内
及び賃金助成

※１中小企業生産性革命推進事業

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）
補助率２/３以内、上限額1,000万

サービス等生産性向
上IT導入支援事業
(IT導入補助金2021)

③

※１

詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。

※２

※２複数の事業者にて連携することが前提

ICTシステム機器導入

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェア
導入

ソフト ハード

ハード

※２ 中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上計画に基づく税制措置
⑨環境・エネルギー対策資金（低利融資）

⑧IT活用促進資金（低利融資）

⑥【国税】中小企業経営強化税制※２
即時償却又は取得価格の１０％税額控除

※詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。

⑦ 【国税】中小企業投資促進税制
特別償却３０%又は取得価格の７％税額控除

3年間 ０～2分の１に軽減
⑤【地方税】固定資産税の特例※１

※１ 生産性向上特別措置法に基づく税制措置

i-Construction（ICT施工等）の導入に関する補助金

i-Construction（ICT施工等）の導入に関する税制・融資制度

通常枠（AB型）

補助率2/3以内上限額4５0万
特別枠（CD型）

令和3年12月時点

企業間連携型 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ効率型
補助率 1/2以内 2/3以内
上限額 100万～2,000万 100万～1,000万



補助金・税制・融資等支援一覧

72

区分 制度 対象 実施機関 問い合わせ先 ＨＰ

補助
金

①

ものづくり・商業・サービス
高度連携促進事業

事業者間でデータを共有・活用す
ることで生産性を高める高度なプロ
ジェクトを支援

購入費

－

https://www.nttdata-strategy.com/r3tousyo-
monohojo/

https://www.nttdata-
strategy.com/assets/pdf/r3tousyo-
monohojo/r3_setsumeikai.pdf

②

ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進事業（もの
づくり補助金）

生産性向上に資する革新的サービ
ス開発・試作品開発・精算プロセス
の改善を行うための設備投資

購入費

－
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2019/hos
ei/pdf/hosei_yosan_pr_0130.pdf

https://seisansei.smrj.go.jp/

http://portal.monodukuri-hojo.jp/about.html

https://www.it-hojo.jp/applicant/
③

サービス等生産性向上IT
導入支援事業（IT導入補助
金）

ＩＴツールのソフト本体、クラウド
サービス、導入教育費用他

購入費

－

人材
育成

④

人材開発支援助成金 ICT土工をはじめとする特定訓練の
経費や賃金補填

研修費
賃金補
填

職業能力開発促進
センター等

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koy
ou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/00080725
9.pdf

税制
優遇

⑤ 中小企業等経営強化法
生産性が年平均３％以上向上する
建設機械、情報化施工機器 等

固定資
産税

市町村
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/index.ht
ml

⑥ 中小企業経営強化税制
生産性が年平均１％以上向上する
建設機械、情報化施工機器 等

法人税、
所得税、
法人住
民税、
事業税

国（法人税、所得
税）、都道府県（法
人住民税、事業税）、
市町村（法人住民
税）

https://www.meti.go.jp/main/zeisei/zeisei_fy2021/zeis
ei_k/pdf/zeiseikaisei.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/pdf/tebiki_
zeiseikinyu.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/download
/tyuusyoukigyoutousisokusinzeisei_summary.pdf

⑦ 中小企業投資促進税制 建設機械、情報化施工機器 等

低利
融資

⑧ IT活用促進基金 情報化施工機器の購入・賃借
購入・賃
借 (株)日本政策金融

公庫

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/11_itsikin_m_t.
html

⑨ 環境・エネルギー対策資金 建設機械 購入
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kankyoutai
saku_t.html

申請受付中

公募終了
（次期公募未定）

9次申請受付
令和3年11月11日～
令和4年 2月 8日迄

5次申請受付
令和3年4月7日～
令和3年12月22日迄

令和3年12月時点

令和4年度末まで

企画部 技術管理課
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